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農林漁業, 25 , 0% 鉱業、採石業、砂利採取業, 

1 , 0%

建設業, 699 , 9%

製造業, 505 , 7%

電気・ガス・熱供給・水

道業, 8 , 0%

情報通信業, 58 , 1%

運輸業、郵便業, 196 , 3%

卸売業、小売業, 2,099 , 27%

金融業、保険業, 132 , 2%
不動産業、物品賃貸業, 500 , 

6%

学術研究、専門・技術

サービス業, 310 , 4%

宿泊業、飲食サービス業, 

1,037 , 13%

生活関連サービス業、娯楽業, 

722 , 9%

教育、学習支援業, 251 , 3%

医療、福祉, 639 , 8%

複合サービス事業, 45 , 1%

サービス業（他に分類されない

もの）, 536 , 7%

総数7,763

農林漁業, 649 , 0%

鉱業、採石業、砂

利採取業, 25 , 0% 建設業, 27,845 , 10%

製造業, 18,234 , 6%

電気・ガス・熱供給・水

道業, 138 , 0%

情報通信業, 3,771 , 1%

運輸業、郵便業, 7,567 , 3%

卸売業、小売業, 66,274 , 23%

金融業、保険業, 3,799 , 1%不動産業、物品賃貸

業, 27,165 , 9%

学術研究、専門・技術サービス

業, 12,876 , 4%

宿泊業、飲食サービス業, 

38,327 , 13%

生活関連サービス業、娯楽業, 

24,871 , 9%

教育、学習支援業, 11,212 , 

4%

医療、福祉, 28,286 , 10%

複合サービス事業, 1,067 , 0%

サービス業（他に分類されない

もの）, 15,833 , 5%

その他, 3 , 0%

総数287,942

農林漁業, 

32,582, 1%
鉱業、採石業、砂利採取業, 

1,851, 0%

建設業, 492,734, 9%

製造業, 454,800, 9%

電気・ガス・熱供給・水道業, 

4,654, 0%

情報通信業, 63,574, 1%

運輸業、郵便業, 130,459, 2%

卸売業、小売業, 1,355,060, 

25%

金融業、保険業, 84,041, 2%
不動産業、物品賃貸

業, 353,155, 7%

学術研究、専門・技術サービス

業, 223,439, 4%

宿泊業、飲食サービス業, 

696,396, 13%

生活関連サービス業、娯楽業, 

470,713, 9%

教育、学習支援業, 167,662, 

3%

医療、福祉, 429,173, 8%

複合サービス事業, 33,780, 1%

サービス業（他に分類されない

もの）, 346,616, 6%

その他, 94, 0%

総数5,340,783

※1％未満は 0％と表記 

市内の経済状況等について 

 

１ 市内の産業構造について 

(1) 事業所数 

市内事業所を業種分類別で見ると、上位から「卸売業、小売業」が 27％、「宿泊業、飲食

サービス業」が 13％、「建設業」と「生活関連サービス、娯楽業」が各９％となる。「卸売業、

小売業」は、県と比較し４ポイント、全国と比較して２ポイント高い。「卸売業、小売業」の

内訳として、「飲食料品小売業（532 所）」が 26％と１/４を占めている。 
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農林漁業, 192 , 0%

鉱業、採石業、砂利採取業, 

13 , 0%

建設業, 4,171 , 5%

製造業, 11,262 , 14%

電気・ガス・熱供給・水道業, 

307 , 0%

情報通信業, 1,415 , 2%

運輸業、郵便業, 6,558 , 8%

卸売業、小売業, 17,716 , 22%

金融業、保険業, 

1,902 , 2%

不動産業、物品賃貸業, 

1,751 , 2%

学術研究、専門・技術

サービス業, 2,400 , 3%

宿泊業、飲食サービス業, 

8,521 , 10%

生活関連サービス業、娯

楽業, 4,265 , 5%

教育、学習支援業, 2,140 , 3%

医療、福祉, 10,227 , 12%

複合サービス事業, 810 , 1%

サービス業（他に分類されない

もの）, 8,524 , 10%

総数82,174

農林漁業, 5,754 , 0% 鉱業、採石業、砂利採取

業, 226 , 0%

建設業, 199,259 , 6%

製造業, 443,289 , 13%

電気・ガス・熱供給・水

道業, 7,414 , 0%

情報通信業, 122,387 , 4%

運輸業、郵便業, 220,700 , 6%

卸売業、小売業, 678,039 , 

20%

金融業、保険業, 67,050 , 2%不動産業、物品賃貸

業, 107,837 , 3%

学術研究、専門・技術サービス

業, 166,736 , 5%

宿泊業、飲食サービス

業, 358,863 , 10%

生活関連サービス業、娯楽業, 

150,251 , 4%

教育、学習支援業, 133,146 , 

4%

医療、福祉, 495,223 , 14%

複合サービス事業, 19,262 , 

1%

サービス業（他に分類されない

もの）, 288,741 , 8%

その他, 

139 , 0%

総数3,464,316

農林漁業, 362,240 , 1%
鉱業、採石業、砂利採取

業, 19,467 , 0%

建設業, 3,690,740 , 6%

製造業, 8,864,253 , 16%

電気・ガス・熱供給・水道業, 

187,818 , 0%

情報通信業, 1,642,042 , 3%

運輸業、郵便業, 

3,197,231 , 6%

卸売業、小売業, 11,843,869 , 

21%

金融業、保険業, 

1,530,002 , 3%

不動産業、物品賃貸

業, 1,462,395 , 3%

学術研究、専門・技術サービス

業, 1,842,795 , 3%

宿泊業、飲食サービス業, 

5,362,088 , 9%

生活関連サービス業、娯

楽業, 2,420,557 , 4%

教育、学習支援業, 

1,827,596 , 3%

医療、福祉, 7,374,844 , 13%

複合サービス事業, 484,260 , 

1%

サービス業（他に分類されない

もの）, 4,759,845 , 8%
その他, 854 , 0%

総数56,872,826

※1％未満は 0％と表記 

(2) 従業員数 

従業員数を業種分類で見ると、上位から「卸売業、小売業」が 22％、続けて「製造業」が

14％、「医療、福祉」が 12％、続けて「宿泊業、飲食サービス業」が 10％となっている。「卸

売業、小売業」は、県と比較し２ポイント高い。「製造業」は県より高い水準であるものの、

全国と比較して２ポイント低い。「卸売業、小売業」の内訳としては、「飲食料品小売業（5,650

人）」が 32％と１/３を占めている。「製造業」では、「化学工業（2,195 人）」「食料品製造業

（1,604 人）」、「印刷・同関連業（1,247 人）」と続く。 
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農林漁業, 965 , 0%
建設業, 68,946 , 8%

製造業, 172,156 , 21%

情報通信業, 6,100 , 1%

運輸業、郵便業, 47,668 , 6%

卸売業、小売業, 313,155 , 

38%

金融業、保険業, 11,815 , 1%

不動産業、物品賃貸業, 

22,120 , 3%

学術研究、専門・技術サービ

ス業, 12,908 , 2%

宿泊業、飲食サービス業, 

21,052 , 2%

生活関連サービス業、娯楽業, 

35,964 , 4%

教育、学習支援業, 7,507 , 

1%

医療、福祉, 

59,628 , 7%

サービス業（他に分類されな

いもの）, 30,766 , 4% その他, 15,598 , 2%

総数826,348

農林漁業, 108,781 , 0%

建設業, 4,383,375 , 7%

製造業, 18,620,782 , 29%

情報通信業, 2,030,541 , 3%

運輸業、郵便業, 

5,710,245 , 9%

卸売業、小売業, 15,789,209 , 

24%

金融業、保険業, 636,189 , 1%

不動産業、物品賃貸業, 

3,033,169 , 5%

学術研究、専門・技術サービス

業, 3,031,721 , 5%

宿泊業、飲食サービス

業, 1,100,010 , 2%

生活関連サービス業、娯

楽業, 1,825,896 , 3%
教育、学習支援業, 

807,199 , 1%

医療、福祉, 5,584,919 , 8%
サービス業（他に分類されない

もの）, 1,871,775 , 3%
その他, 1 , 0%

総数64,791,082

農林漁業, 4,991,597, 0%

建設業, 108,450,918, 7%

製造業, 396,275,421, 25%

情報通信業, 59,945,636, 4%

運輸業、郵便業, 64,790,606, 

4%卸売業、小売業, 

500,794,256, 31%

金融業、保険業, 

125,130,273, 8%

不動産業、物品賃貸業, 

46,055,311, 3%

学術研究、専門・技術サービ

ス業, 41,501,702, 3%

宿泊業、飲食サービス業, 

25,481,491, 2%

生活関連サービス業、娯楽業, 

45,661,141, 3%

教育、学習支援業, 

15,410,056, 1%

医療、福祉, 111,487,956, 7% サービス業（他に分類されな

いもの）, 40,853,581, 2%

その他, 2,256, 0%

総数1,624,714,253

※1％未満は 0％と表記 

(3) 売上高 

売上高を業種分類で見ると、上位から「卸売業、小売業」が 38％、続けて「製造業」が

21％、「建設業」が８％となっている。「卸売業、小売業」は県と比較して 14 ポイント、全

国と比較して７ポイントも高い。「製造業」は、県と比較して８ポイント、全国と比較して

４ポイント低い。「卸売業、小売業」の内訳では、「飲食料品小売業（72,184 百万円）」、「飲

食料品卸売業（66,298 百万円）」で 44％と５割弱を占める。「製造業」では、「情報通信機械

器具製造業（65,980 百万円）」が 39％と４割弱を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典データ：地域経済分析システム(2016 年統計) 
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２ 市内の景況感等について 

(1) 小田原・箱根地域の概況（令和３年(2021 年)８月小田原箱根商工会議所調査） 

業況指数は、コロナ禍における経済対策及び感染症対策を施した経済活動の再

開により、令和３年２月と比べ改善傾向がみられた。また、見通しとしては、新

型コロナウイルス感染症（以下、「コロナ」という。）流行前（令和元年(2019

年)８月）の水準に戻りつつある。 

雇用状況指数は、正規・非正規ともにわずかに改善傾向にある。 

業種別では、サービス業、建設業、製造業、不動産業が改善傾向にあり、小 

売業、飲食・観光業、卸売業では悪化している。 

設備投資については、製造業、飲食・観光業等の実施比率が高い。 

 

(2) 市内事業者へのヒアリング結果（令和４年(2022 年)１月小田原箱根商工会議所調査） 

   ア 建設業 

    ・ 資材の納入遅れ等の影響で工事件数が減少し、令和３年(2021 年)７月以

降売上が半減した。11 月以降は工事の受注が増加してきているが、コロナ

前に比較するとまだ回復途上。[土木工事業] 

    ・ ウッドショックによる工期の延期や受注減少が顕著である。[左官業] 

    ・ 特定の取引先への依存度の向上や、資金繰りサイクルの変化を懸念して

いる。[建設業] 

    ・ コロナ禍を契機に、新たな経営の柱となる取組を模索中。[建設業] 

   イ 製造業 

    ・ 近年は機械製造に電子部品や半導体を必要としているが、世界的な部品

不足により納品遅延・減産が生じている。[金属粉砕機械製造] 

    ・ 本業である土産品以外のスポーツ用品やノベルティなどの売上が好調で

ある。[木製品製造業] 

    ・ 職人の高齢化、事業承継が課題。[木製品製造業] 

    ・ 自動車関係が回復基調だったところへ半導体不足の影響が発生。取引先

も減産の影響で操業調整を検討している状況。[プレス加工業] 

   ウ 情報通信業 

    ・ 作業の内製化から外注へ切り替えたことにより、売上・収益ともに好調。

[IT サービス業] 

    ・ 売上の回収サイクルが悪化しており、利益は出ているが手元資金が乏し

い状況。[IT サービス業] 

   エ 卸売業 

    ・ 原材料が高騰しているが、スーパー等への値上げ要請は困難であり、経

営は厳しい。[食品製造卸売業] 

    ・ ＥＣ販売に注力しているが、ギフトや卸売りの売上減少を補うまでには

至っていない。[食品製造卸売業] 
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    ・ コロナの影響もあり、葬儀規模の縮小により香典返しの需要が激減し、

経営に打撃となっている。[乾物卸売業] 

   オ 小売業 

    ・ 内食指向から季節商材の売上が良く、全体的に売上は好調。[コンビニ営

業] 

    ・ イベント等の減少により大口の受注は減少しているものの、小口の個人

消費が伸びたことで補填され、売上全体は大きな減少幅ではない。[生花

販売業] 

    ・ コロナ禍前と比べ売上は 15％程度減少しているが、年末になり回復基

調。ＩＴの導入が課題。[鮮魚店] 

   カ 宿泊業・飲食業 

    ・ 自店の客だけでなく周辺の飲食店が閉店してしまい人通りもなくなった。

ＳＮＳによる発信や実験的にカフェ営業を実施し、新規客を獲得した。[飲

食店（スナック）] 

    ・ 夜間の売上は減少しているが、ランチ営業は好調で、緊急事態宣言明け

からは、通常時並みの売上に戻っている。[飲食店（中華料理店）] 

    ・ 緊急事態宣言解除後も客足の戻りは鈍く、コロナ禍前と比較して３割減

で推移している。常連客等により最低限の売上は確保できている。[飲食

業（居酒屋）] 

   キ 生活関連サービス 

      ・ 生活必需でありコロナの影響は小さく、売上は微増。ＩＴスキルが課題。

[美容室] 

         

 

３ 本市の取組について（令和２年度(2020 年度)実績） 

(1) 本市の中小企業支援策 

事業 内容 令和２年度実績 

中小企業振興事業 

小田原市中小

企業小口資金

融資 

中小企業者の事業活動に必要 

な運転資金及び設備資金を融 

資 

・預託金融機関：市内９行 

・融資件数：62 件 

（通常15件、コロナ47件） 

・融資額：856,100 千円 

 （通常 86,600 千円、コロ

ナ 769,500 千円 

中小企業信用

保証料補助金 

小田原市中小企業小口資金等 

の融資を受け、信用保証協会 

が債務保証した者に対し、信 

用保証料を補助 

・件数：102 件 

・信用保証料補助額： 

        5,867千円 
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地域経済循環

型住宅リフォ

ーム支援 

住宅リフォームを市内施工業 

者により実施した市民に対 

し、地場産品を進呈 

・支援数：39 件 

・支援額：2,694 千円 

・リフォーム総額： 

       33,235 千円 

ものづくり基盤整備事業 

地場産業団体

活動支援 

地場産業振興のため、技術振

興や後継者育成などに取り組

む商工業団体等を支援 

・支援団体：一般社団法人箱

根物産連合会・神奈川県工

芸産業振興協会・地場産業

振興協議会 

・補助合計：926 千円 

伝統的工芸品

産業産地組合

助成 

伝統技術を後世に継承するた

めの諸事業に取組む関係団体

を支援 

・補助団体： 

小田原箱根寄木協同組合・ 

一般社団法人伝統的工芸

品産業振興協会 

・補助合計：344 千円 

技術力ＰＲ・マーケティング強化促進事業 

地場産業ＰＲ

支援事業 

地場産業の関係機関や団体

が、啓発イベントや体験教室

等を通じ小田原ならではのも

のづくりの魅力を発信する取

組を支援 

・支援事業： 

 小田原・箱根「木・技・匠」

の祭典（隔年開催。令和２

年度はオンラインイベン

ト開催） 

 （小田原かまぼこ桜まつ

り・小田原城名物市はコロ

ナ禍のため中止） 

展示会・見本市

出展補助 

地場産業を広く周知し、販路

を開拓する展示会や見本市へ

の出展を支援 

・支援： 

 「東京インターナショナル

ギフトショー」への出展 

・出展数：３社 

 

 

【参考】中小企業向け新型コロナウイルス感染症への対応 

事業 内容 令和２年度実績 

緊急経済対策

信用保証料補

助金 

通常10万円を上限に実施して

いる信用保証料補助を50万円

に拡充 

・件数 42 件 

・信用保証料補助金額： 

       15,040 千円 

緊急経済対策

特別利子補給

金 

「小田原市中小企業小口資

金」の利子に対し、年間 50 万

円、最大３年間分を補助 

・件数：44 件 

・利子補給金額：7,653 千円 
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中小企業融資

等相談員の配

置 

融資等の専門知識を有する相 

談員を市窓口に配置 

・期間：５～12 月 

・相談員：金融機関ＯＢ２人 

・人件費：666 千円 

緊急経営改善

相談窓口の開

設 

コロナに起因する経営相談の

ほか、事業承継、企業再生の相

談に対し、専門家（中小企業診

断士）が対応 

・開設：７/13 

・相談日：月・水・金 

・相談件数：239 件 

・連携：神奈川県よろず支援

拠点 

雇用調整助成

金等申請支援

補助事業 

小田原箱根商工会議所が行

う、雇用調整助成金に関する

説明会及び専門家派遣を支援

【令和２年度で終了】 

・説明会開催：２回 

４/17、６/24 

・専門家（社会保険労務士）

派遣：51 事業者 

４/24～９/30 

・補助額：5,100 千円 

中小企業事業

者等支援金（第

１弾） 

感染拡大の防止に向け、県知

事からの休業又は時短要請に

応じた事業者に20万円を交付 

・件数：1,284 件 

・総額：256,800 千円 

中小企業事業

者等支援金（第

２弾） 

感染拡大の影響により事業収

入が減少した事業者に支援金

を交付（50％以上減少：20 万

円、20％以上 49％未満減少：

10 万円） 

20 万円交付 

・件数：2,090 件 

・総額：418,000 千円 

10 万円交付 

・件数：526 件 

・総額：52,600 千円 

商業者事業継

続等支援補助

金 

感染拡大の影響を受ける商業

者の支援に向け、販売促進等

に取り組む商店街等に対して

補助金を交付（補助率 10/10、

上限 100 万円） 

・対象：31 商店街等 

・総額：19,188,129 円 

子育て世帯応

援事業（おだわ

らっこ応援券） 

子育て世帯と商業者を応援す

るため、市内商店街等で使用

できる商品券を発行し、子育

て世帯に交付（１万円分） 

・対象：約 17,000 世帯 

・利用実績：261,256 千円（額

面） 

プレミアム付

商品券事業（第

１弾おだわら

梅丸商品券） 

感染拡大の影響を受ける商業

者と市民の生活を支援するた

めプレミアム付商品券を発行 

・使用期間：12～５月 

・プレミアム率：30％ 

・発行冊数：51,000 冊（１冊

13,000 円分） 

・換金総額：655,580,500 円 
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(2) 地域経済振興戦略ビジョン改定 

地域経済の経営理念として平成 23 年度(2011 年度)に策定した「小田原市地域

経済振興戦略ビジョン」は、計画期間が令和４年度までであるため、第６次小田

原市総合計画など先行する各種計画を踏まえ、改定作業に着手する。 

改定にあたっては、経済団体、有識者で構成される検討組織を立ち上げ、市内

の経済活動の動向分析などを踏まえた上で、地域経済の方向性、行政、民間の役

割などの意見を聴取し、戦略ビジョンの改定を行う。 
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